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研究成果の概要（和文）：本研究では、国際機構の国際責任の問題を、国際法と行政学両面から

のアプローチにより分析し、アカウンタビリティー促進のためにより望ましい国際官僚制のあ

り方を研究した。また、実体面においては、国際機構の責任法メカニズムを、国際および国内

裁判実行の分析を通じて、国際機構の国際責任法の一端を明らかにすることができた。 
研究成果の概要（英文）：This research attempted to analyze principles on the responsibility 
of international organizations from perspectives of both international law and public 
administration, and to explore some desirable international bureaucracy to promote 
accountability. In addition, it could clarify a part of the legal principles on the responsibility 
of international organizations by verifying responsibility mechanisms through 
international and domestic judicial practices. 
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１．研究開始当初の背景 
今日、国際社会において、主権国家の結合

体である国際機構が果たすべき役割は多岐に

わたっている。伝統的国際法における国際責

任とは、国家の責任を意味したのに対し、国

際機構が国際法主体として登場した今日にお

いては、国際機構も、国際法上の違法行為を

行うことにより、責任を負うことがつとに指

摘されている。国家の国際責任の問題は、国

連国際法委員会において、数10年の年月を経

るものの未だ決着を見ず、その作業も遅々と

している。しかし、学説レベルにおいては、

多くの問題が議論されてきており、かなり精

緻化されてきているともいえる。他方、国際

機構の国際責任の問題については、近年、右

国際法委員会においても、漸くその必要性が

認識され、長期的視野において作業が開始さ

れるようになった。 

 

２．研究の目的 
 以上のような背景にもかかわらず、わが国

においては、若干の取組みはなされてはいる

ものの、未だにこの分野における体系的な研

究は皆無である。研究代表者・分担者は、従

来から、国際機構の内部関係において、とり

わけ、国際機構に従事するいわゆる国際公務

員の問題を研究してきた。これを梃子に、組

織面における分析と実体面における分析から、

国際機構の国際責任の一端を国際法と行政学

という学際的なアプローチにより解明するこ

とを目的とする。 

 
３．研究の方法 
 国際機構の組織面における分析について
は、国連事務局改革の動向と行政組織理論の
観点から内部関係に関して、また、実体面に
おける分析については、機構内部に生起する
責任問題と、機構を一主体として考えた場合
の国際法における対外関係に関して以下の
ような方法で個別分析を行った。 
Ⅰ．組織面における分析 

（１）国連事務局改革に見る責任とアカウン

タビリティーの研究 

国連事務局改革や行財政改革において、

2005年の世界サミット成果文書で謳われたア

ナン事務総長による改革案は、潘基文事務総

長に引き継がれた。ここでは、事務総長の交

代という新たな事実を踏まえ、現在胎動する

国連の行政機構・公務員制度の変容プロセス

と今後のあるべき姿を法的見地から検証した。 

（２）行政機構の国際的比較研究 

国際機構においては、今日、構成員に対し

ていわゆるアカウンタビリティーの問われる

場面が増大している。今日の国連改革におい

ても、事務局改革にはその大きな柱の1つとし

て、アカウンタビリティーの確保が挙げられ

ている。ここでは前提的考察として、行政学

からのアプローチにより、日本、ドイツ、ア

メリカの官僚機構の比較研究を通じ、官僚制

のあるべき姿を模索した。 

Ⅱ．実体面における分析 

（１）国際機構の内部的責任に関する研究 

国際機構は組織法上、国際機構の行為の違

法性は、通常、司法的または政治的機関の前

で主張され、争われる。ここでは、その法的

枠組を検討した。 

（２）国際機構の対外的責任に関する研究 

国際機構は国家とのかかわりの中で、国際

違法行為を行い、国際責任を負う。一国の管

轄の範囲内で国際機構が活動を行う際に、と

りわけ責任の問題が生じやすい。ここでは、

さまざまな形で起こり得る国際機構の責任と

国家管轄権との関係を明らかにするよう試み

た。 

（３）国際責任の認定に関する研究 

国際機構の国際責任の認定には、さまざま

な国際裁判所が重要な役割を果たしている。

今日、国際社会には、多様な国際裁判所が存

在しており、そこでは、国際機構の国際責任

が問われるケースも多く見られる。ここでは、



 

 

責任認定の態様を検討した。 

 

４．研究成果 

国連事務局改革について、1997年の事務総

長報告書「国連を刷新する―改革のためのプ

ログラム―」では、新しく副事務総長を設置

するとともに、部局を統廃合し、1000名の人

員削減およびそれに伴う経費の3分の1削減を

実施するとの斬新な改革案が打ち出された。

2000年の事務総長報告では、人的資源管理に

おいて、①人的資源計画、②規則および手続

の簡素化、③採用、配属および昇任、④（職

員の）流動性（mobility）、⑤（職員の）契約

上の配置、⑥司法運営、⑦能力および継続学

習、⑧勤務評価管理、⑨キャリア開発ならび

に⑩勤務条件という10の主要な分野に分けて

改革を検討するよう、枠組みが打ち出された。

その後、ミレニアム宣言、世界サミット成果

文書および2006年の「国連に投資する―より

強力な世界的機構のために―」を受けて、2006

年8月の報告書「人に投資する」では、増大す

るフィールド職員の需要に対してこれまで実

施してきた調整が間に合っていないことや、

職員の採用に時間がかかり過ぎ、かつ、職員

の流動性も鈍いこと、リーダーシップの育成

の必要性、この先退職者が増えることへの対

応といった点が指摘された。このことから、

新しい人的資源枠組みの創造のために、次の

諸点、すなわち、採用と選任、流動性、キャ

リア開発および支援、契約上の配置とフィー

ルド職の条件の調和、限定的早期退職制度な

らびに内部司法制度の改善が検討されなけれ

ばならないとされた。ここでは、内部司法制

度の改善が、人的資源管理と併せて取り上げ

られることが、国連の改革史上画期的である

ことに着目し、行政裁判所改革の検討も同時

に行った。 

こうした一連の制度改革は、機構内におけ

るアカウンタビリティー確保の点からも重要

であるが、そのために、国際社会を取り巻く

状況が変化の速度を上げ複雑化するなか、機

動性と多様性が求められる国際機関の事務局

もしくはその下位部局の編成には、すでに国

家レベルで見られるいくつかの組織編成上の

工夫が参考になろう。例えば、政策責任者に

よる一定の自由な任用を許して政策の即時

性・有効性を失わないようにしながらも、そ

の規模・範囲を明確にすることによって一般

雇用者とその技術・専門知識の継続性を保つ

任用制や、実務における分担・責任を実質化

するための組織をフラット化といった点であ

る。 

他方、実体法においては、国際機構内外の

責任法メカニズムを、国際および国内裁判実

行を通じて明らかにすることで、国際機構の

国際責任法の一端を明らかにすることができ

た。 

特に、国際裁判所による違法行為と責任の

認定過程を検討した結果、近年の国際裁判手

続においては、仲裁判断の間での判断矛盾が

顕著になっており（国際投資仲裁）、さらに

常設の国際司法裁判所においても判断矛盾が

生じていることが明らかになった。また、近

年、紛争処理手続の多様化や分断化が指摘さ

れるようになっているものの、具体的な訴訟

原則（既判力原則、上訴手続、再審手続）に

関しては、一定程度の共通性が保持されてい

ることが明らかになった。特に、ICSID（投資

紛争解決国際センター）の取消手続

（annulment）や仮保全手続には、伝統的な国

際裁判論の影響が色濃く残っている。さらに、

損害賠償認定及び算定においては、紛争解決

のフォーラムが異なっていても、適用される

法規に共通性が見出される。すなわち、国際

投資仲裁では、国家責任法上の完全賠償原則

（ホルジョウ・フォーミュラ）が適用され、



 

 

さらに、精緻な算定技術の展開が見られる。

これらの傾向は、手続の多様化によって適用

法規の分断化を招くというよりも、むしろ、

多様な紛争処理手続を通じて、抽象的法規範

が具体化・精緻化されていく過程を示してい

ると言えよう。 

加えて、国内裁判実行を通じた責任メカニ

ズムの解明を補強する作業の一環として、管

轄権理論と責任理論との関係の検討を行った。

この作業は、国家や国際機構のような組織と

それに属する個人との間の責任の配分のあり

方、またそうした責任を追及すべきフォーラ

ムのあり方を検討するうえで必要不可欠なも

のである。普遍主義、保護主義などの管轄権

原則を取り上げて管轄権行使のあり方を責任

法と関連付けて検討した結果、責任法制度の

発展の度合いに応じて管轄権行使の射程が変

化することが明らかとなった。このことは、

国家や国際組織が負う責任の内容が予め明確

化される場面が増大する現代国際社会におい

て、管轄権行使に関する国家の裁量の幅が制

約を受けることを意味すると同時に、時には

管轄権行使が責任制度を補完するものとして

機能することをも示すものであり、国際組織

が対外的に負う責任を追及するフォーラムの

あり方に示唆を与えるものであるといえよう。 

もっとも、本研究は、学際性の追求を重視

し、個別の分野における研究を中心に実施し

たため、体系的な国際機構の国際責任法を構

築するには至らなかった。従って、本研究成

果を今後の体系化の基礎として、さらなる研

究を積み重ねたい。 
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